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1（企業間競争：効率と拡大） （政策・建議）（調整・協調）1
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（義務的・半強制的） （選別的・代表者的）
「公式」体系
企業内教育
（同一集団：従業員）
「非公式」機能
企業外教育
（複合集団：団体）
〔註〕　1　矢印は相互作用の方向を示す。
　　2　専門的・職業的教育機関には，法令に基づく公的なものから，
　　　民間の教育産業的なものまでを含む。
　　3　団体の対外活動（審議会・国際交流など）の委員は，推薦また
　　　は指名（上部団体からの要請）が一般的。
うな特殊個人的な財界人物論ではない。それは，情報化・国際化の進展の下での，効率・公正・
安定という経営の長期目標に知識創造的に適応できる企業家型経営トップの能力形成のための
「企業外・非公式」教育システムの活用という戦後日本的経営文化の再評価にある。
経営トップ教育の一断面 23
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）　この企業家精神を，経済理論，企業組織，経営革新，経済成長，社会政治的風土それに資本主義の
　　将来など，学際的に扱ったi業績として，Jules　Backman　ed．，　Entrepreneurship　and　the　Outlook
　　for　America，　The　Free　Press，1983をあげたい。なお拙稿「書評・企業家精神とアメリカの課
　　題」（日本労働協会雑誌，1951．1）参照
（2）　G．　Shaw　and　J．　Weber，　Managerial　Literacy，一what　today’s　managers　must　know
　　succed－lrwin，1990，およびR．　Mouer　and　Y．　Sugimoto，“ノ’apan　Literacpt”in　a　Corporalist
　　Asia，　La　Trobe　University　Press，　pp．　49－63．
（3）
（4）
（5）
（6）
（7）
　　H刊労働通信社（昭33）など。
（8）　ここでは，日本鉄鋼経営者連盟，日本造船工業会，日本紡績工業会を例にとった。今日の日本の産
　　業構造の分析には，この他，いわゆる第三次産業的な分野も重要であるが，本稿では「物」の生産・
　　販売を中心とする歴史の長い第二次産業の経営者団体の機能を対象とした。
（9）　政府・各省の経営・労働教育を扱う外郭団体，特殊法人には，代表的なものだけでも，日本労働研
　　究機構，アジア経済研究所，日本産業訓練協会，日本生産性本部，など約10，また，労働・労使関係
　　を扱う私的な職業的教育機関も今日15に及んでいる（全国各種団体名鑑）。
（10）　立法・行政・司法の三権分離の下での，労・使・政の三老関係を民主的に解決する手続的図式につ
　　いては，拙稿「占領・復興期の社会政策」（社会政策学会研究叢書r戦後社会政策の軌跡』所載1990
　　年刊，p．82）参照。
（11）　この人格と個性に関する規定は，G・ジソメルの「社会分化論」における人格を“無数の社会的な
　　糸の交差点”とみる文脈によるものである（有斐閣「社会学辞典」）。
（12）　Koji　Taira　and　Teiichi　Wada，　Business－Government　relations　in　Modern　JaPan：　a　T6dai－
　　Yakkai　（government）一Zaikai＝T－」Y－Z　Complex，　lntercorporate　Relations，　Cambridge　Univ．
　　Press．　1987）．
（13）　H．　A．　Simon，　Administrative　Behavior，　2nd　ed．，　Macmillan，　1957．
（14）　経営者並びに管理者の企業外活動について，企業の評価において積極・消極の別，また寛容・抑制
　　の両面のタイプがあることは事実である。
（15）D．W．　Belcher，　Compensation　Administration，1974，並びに拙稿「新訂・管理職の賃金決定
　　一貢献と報酬一」（日本生産性本部，1980）参照
　1990アジア地域・労使関係研究会議「労使関係における経営・管理層の役割」参照。
　カレル・ヴァン・ウォルフム「日本権力構造の謎」，（早川書房，1990）
　中川・森川・由井（編）「近代日本経営史の基礎知識」（有斐閣，1974年）
　日本の産業組織論には「産業・経済団体」をアクターズの一つとしてそのものの構造・機能を扱っ
たものはない。この点は，日本における「産業組織論」の致命的欠陥だといってよい。
　高橋亀吉「日本の企業・経営者発達史」東洋経済新報（昭52），森田良雄「日本経営者団体発展史」
